










杉 本 和 士
【事実の概要】
本件は、民法891条５号の相続欠格事由の存在に基づき、数名ある法定相続人
のうちの１人に対して、被相続人の遺産に関する相続人の地位不存在確認の訴え
を提起するにあたり、原告となる法定相続人単独でも当事者適格が認められるの
か、それとも当該訴えは固有必要的共同訴訟にあたり単独では当事者適格が認め
られないのかが争われた事案である。
Aは、平成９年３月14日死亡した。その法定相続人は、妻である Bならびに
Aの長女X（原告、被控訴人、上告人）、三男Y（被告、控訴人、被上告人）、長男 C
および次男 Dである。Xは、Yに対し、Yが被相続人Aの作成した遺言書を隠
匿または破棄したとして民法891条５号により相続人になることができない旨を
主張し、YがAの遺産につき相続権を有しないことの確認を求める本件訴訟を
単独で提起した。
第１審（静岡地裁沼津支部平成14年１月29日判決（判例集未登載））は、YはAの
作成した本件遺言書を隠匿した者であるから、民法891条５号に該当し、Aの遺
産について相続権を有しないとして、請求を認容した。なお、第１審においては
固有必要的共同訴訟性については一切審理されていない。
これに対して、原審（東京高裁平成15年３月12日判決（民集58巻５号1325頁以下参
照））は、以下のように判示し、本件訴えを不適法であるとして却下した。
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?１ 相続人が数名あるときは、相続財産は、その共有に属し（民法898条）、相
続人のうちの１人の相続権の有無は、単に特定の財産の単独所有権や共有持分権
の存否のみならず、遺産分割をすべき者の範囲、法定相続分及び遺留分の算定等
相続関係の処理に関する基本的な事項に関わる事柄であり、共同相続人の1人の
相続権の不存在の確認を求める訴えは、共同相続人全員の間において合一に確定
することを要する固有必要的共同訴訟であると解するのが相当である。
２ 被控訴人は、相続人の１人について相続欠格事由があることが確認される
と、他の相続人の相続分が増え、他の相続人が損害を被ることなく、遺言無効確
認訴訟と同様に考えられる旨主張するが、共同相続人の１人の相続権の有無は、
共有物の共有者の１人の共有持分権の有無に類似した事項のみならず、上記のと
おり、相続関係の処理に関する基本的な事項に関わるもので、他の相続人に争う
利益がないということはできない。
３ 前記当事者間に争いのない事実等のとおり、控訴人及び被控訴人を含め、
５名がAの相続人であり、本件訴訟は、その一部の者の間で相続権の不存在の
確認が求められたもので、相続人全員が訴訟当事者となっておらず、不適法であ
り、共同訴訟人となるべき者からの共同訴訟参加もなく、上記欠缺を補正するこ
ともできないので、本件訴えは却下を免れない。」
そこで、Xが上告受理を申し立て、これに対して上告受理の決定がなされた。
上告受理申立ての理由は、およそ、①最高裁判例（最判昭和40年５月20日民集19巻
４号859頁、最判昭和40年５月27日判時413号58頁）によると、共有者相互間の訴訟
において共有権の確認は全員によることを要するのに対して、共有持分権の確認
は各自単独できるとしているところ、相続権不存在確認訴訟はこの共有持分権不
存在確認訴訟と類似する点、また、②最判昭和56年９月11日民集35巻６号1013頁
が、相続権不存在確認訴訟と同様に相続に関する基本的事項に影響を及ぼすこと
が明らかである遺言無効確認訴訟については固有必要的共同訴訟でないとしてい
る点などを指摘し、本件訴訟を固有必要的共同訴訟とする原審判決が民事訴訟法
40条の解釈を誤り、最高裁の判例に違反する、と主張する。
【判決要旨（上告棄却）】
上記の上告受理申立理由につき、最高裁は以下のように判示し、上告を棄却し
ている。
?被相続人の遺産につき特定の共同相続人が相続人の地位を有するか否かの点
は、遺産分割をすべき当事者の範囲、相続分及び遺留分の算定等の相続関係の処
理における基本的な事項の前提となる事柄である。そして、共同相続人が、他の
共同相続人に対し、その者が被相続人の遺産につき相続人の地位を有しないこと
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の確認を求める訴えは、当該他の共同相続人に相続欠格事由があるか否か等を審
理判断し、遺産分割前の共有関係にある当該遺産につきその者が相続人の地位を
有するか否かを既判力をもって確定することにより、遺産分割審判の手続等にお
ける上記の点に関する紛議の発生を防止し、共同相続人間の紛争解決に資するこ
とを目的とするものである。このような上記訴えの趣旨、目的にかんがみると、
上記訴えは、共同相続人全員が当事者として関与し、その間で合一にのみ確定す
ることを要するものというべきであり、いわゆる固有必要的共同訴訟と解するの
が相当である。」
?以上によれば、共同相続人全員を当事者としていないことを理由に本件訴え
を却下した原審の判断は、正当として是認することができる。所論引用の判例
は、事案を異にし、本件に適切なものとはいえない。論旨は、採用することがで
きない。」
【評釈】
１ 本判決の意義
本判決は、共同相続人間における、被相続人の遺産についての相続人の地位不
存在確認の訴えが固有必要的共同訴訟にあたるという判断を最高裁として初めて
判示した点において意義を有する（下級審裁判例としても、本件の原審が最初のも
のであると思わ
(１)
れる、と指摘されている）。
遺産分割実行にあたって、分割すべき遺産の確定、および、分割の権利を有す
る当事者（すなわち相続人）の確定は、二つの不可欠的な前提問題であるとさ
(２)
れる。そして、この前提問題に対処する訴訟法上の解決手段としては、前者につ
いては遺産確認の訴え、後者については相続人の地位存否確認の訴えが考えられ
る。前者の遺産確認の訴えについては、適法性（確認の利益）が認められるとい
う点、共同相続人全員が当事者として関与することを要する固有必要的共同訴訟
であるという点が、最判昭和61年３月13日民集40巻２号389頁（以下、「昭和61年
判決」とする）、最判平成元年３月28日民集43巻３号167頁（以下、「平成元年判決」
とする）によってそれぞれ明らかにされた。遺産確認の訴えと相続人の地位存否
確認の訴えをパラレルに位置づけるならば、本判決が、特に判示してはいないも
ののその適法性を前提としたうえ、被相続人の遺産についての共同相続人間の相
続人の地位不存在確認の訴えが固有必要的共同訴訟である旨を判示したという帰
結は、この従来の一連の最高裁判例の延長線上において観察することがで
(３)
きる。
(１) 太田晃詳「本件判解」ジュリ1287号123頁（2005年）。
(２) 中川善之助＝泉久雄『相続法』（有斐閣、第４版、2000年）310頁。
(３) 山本和彦「判批」ジュリ946号52-53頁（1989年）は、平成元年判決と同様の理由から、
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したがって、本判決の検討にあたっても、上記２件の最高裁判決との比較考察を
念頭におく必要がある。
以下では、まず、相続人の地位不存在確認の訴えの適法性（２）について、つ
ぎに、相続人の地位不存在確認の訴えの固有必要的共同訴訟性（３）について検
討する。最後に、提訴拒絶者がいる場合への対処のあり方（４）について若干の
考察を行う。
２ 相続人の地位存否確認の訴えの適法性
(１) 本件訴えでは、被相続人の遺産について被告が相続人の
(４)
地位を有するか
否かが確認の対象とされている（なお、本件訴えは直接的には「相続人の地位不存在
確認の訴え」であるけれども、「相続人の地位存在確認の訴え」もこれと表裏の関係に
あることはいうまでもない）。本判決は直接に判示してはいないものの、本件訴え
が固有必要的共同訴訟にあたるか否かを検討する前提として、このような訴えに
ついて、適法性、すなわち確認の訴えの利益（広義の確認の
(５)
利益）が認められる
かについて検討しておく必要がある。
(２) まず、最（大）決昭和41年３月２日民集20巻３号360頁（以下、「昭和41
年大法廷決定」とする。）において、「遺産分割の前提たる相続権、相続財産等の
存否を確認することは訴訟事項ではある」と判示されていることからすると、同
決定においては、相続権、すなわち相続人の地位の存否確認の訴えが当然に予定
されていたと理解さ
(６)
れる。もっとも、同決定は、「相続権、相続財産等の存在
相続権存否確認訴訟・相続分確認訴訟についても固有必要的共同訴訟と解すべき、と評する
（杉浦智紹「判批」新堂幸司ほか編『民事訴訟法判例百選Ⅱ〔新法対応補正版〕』（別冊ジュ
リ146号）（有斐閣、1998年）364頁もこれを支持する）。
(４) 本件において、原告は被告の「相続権」不存在を確認対象としているのであり、実際に
原審判決および上告受理申立理由においても「相続権」不存在確認という用語が用いられて
いる。それにもかかわらず、本判決はあえて「相続人の地位」不存在確認という用語に変更
している。実際の事情は不明であるものの、その趣旨は、共有持分権に類似するニュアンス
のある「相続権」という用語を避けたものと推測されうる（後掲注（28）参照）。なお、一
般に、「相続人の地位」と「相続権」は同義で用いられるようである（中川＝泉・前掲書40
頁以下参照）。
(５) 判例によると、確認訴訟の適法性（広義の確認の利益）は、原則として確認の対象が①
現在の②権利又は法律関係であること（対象適格）と、③即時確定の利益があること（紛争
解決の手段としての方法選択の適切性、即時解決の現実的必要性）を要する、とされている
（水上敏「判解」『最判解民事篇平成七年度（上）』〔13〕314頁、生野考司「判解」『最判解民
事篇平成一二年度（上）』〔４〕73頁参照）。
(６) なお、「この問題についての明示的な最高裁の判断はないとされるが、最判平９・１・
28民集五一巻一号一八四頁において、民法八九一条五号の解釈について実体判断をした原審
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……はいずれも実体法上の権利関係である」と判示している程度であり、その論
拠ははっきりとしていない。そこで、この実質的な論拠を探る必要がある。
(３) 本判決の説くように、「被相続人の遺産につき特定の共同相続人が相続
人の地位を有するか否かの点は、遺産分割をすべき当事者の範囲、相続分及び遺
留分の算定等の相続関係の処理における基本的な事項の前提となる事柄である」
ことは疑いようがない。では、本件訴えにおいて確認対象とされている被相続人
の遺産についての相続人の地位（相続権）とは具体的には何を意味するのか、こ
れを確認しておくこととしよう。
?相続人」とは相続開始後の場合について用いられる呼称であり、相続開始前
においては「推定相続人」の語が用いら
(７)
れる。そして、推定相続人が相続人とな
りうるためには、「一般的に推定相続人が被相続人よりも後まで生存しているこ
と（生残）、相続人たりうべき資格を相続開始時において具備すること（欠格・廃
除による資格喪失のないこと）」が必要とさ
(８)
れる。そして、相続の開始によって、
相続人の地位は、「いまだ確定的なものではなく、欲すれば相続人としての確定
的地位を取得しうるという状態にすぎない……半確定的・期待的地位」となり、
やがて承認によって、もはや覆すことのできない確定的なものとなる、と説明さ
(９)
れる。要するに、相続人の地位とは、①被相続人との間の一定の身分関係の存在
を前提として、②欠格事由（民法891条）の不存在および廃除による資格喪失（同
892条）の不存在によって成り立つ（さらに、相続放棄（同939条）がなされていない
ことも必要である）、といえる。
(４) 以上から、具体的に遺産分割事件において、相続人の範囲、つまり相続
人の地位の存否が争われる事案は、①法定相続人が相続人として認められる前提
となる、被相続人との間の身分関係の存否自体に争いのある場合（相続人たる原
始的資格に関する争い）、および、②被相続人との間に法定相続人となる前提とし
ての身分関係の存在自体には争いがないものの、相続欠格事由の存否、廃除によ
る資格喪失の存否または相続放棄の有無など身分関係以外の事柄に争いのある場
合（後発的な相続人たる地位の喪失に関する争い）に大きく二分さ
(10)
れる。
を支持しており、共同相続人の一部の者の地位不存在確認の訴えは、許容されると解してい
たようである」との指摘もある（藤本利一「本件判批」リマークス32号（2006?上>）113頁
（2006年））。
(７) 中川善之助＝泉久雄編『新版・注釈民法（26）相続（１）』（有斐閣、1992年）53頁〔山
畠正男〕。
(８) 中川＝泉編・前掲書53頁〔山畠〕。
(９) 中川＝泉編・前掲書54頁〔山畠〕。
(10) 山﨑まさよ「相続権存否確認の訴え」野田愛子＝泉久雄編『遺産分割・遺言215題』（臨
時増刊判タ688号）218頁（1989年）、東京家庭裁判所家事第5部編著『遺産分割事件処理の実
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(ⅰ) まず、本件事案とは異なるが、前者①の場合（相続人たる原始的資格に関
する争い）について検討する。この場合、人事訴訟の対世効ある確定判決（人事
訴訟法24条１項）をもって、争いの生じている身分関係の存否を解決することこ
そが、対世効の存在ゆえに当該判決が遺産分割の審判をも当然に拘束することか
ら、最も有効であり適切で
(11)
ある。したがって、被相続人との身分関係の存否を前
提に民法上当然に定まる法定相続分（民法900条、901条）そのものの存否は、対
象適格を欠くと考えら
(12)
れる。
では、この場合にも、相続人の地位（または相続権）の存否については対象適
格が認められるであろうか。
まず、相続人たる原始的資格としての身分関係の存否自体が争いとなった判例
として、不動産の遺産分割協議無効確認訴訟において前提問題となる親子関係の
存否が争いとなった事案につき、最判昭和39年３月17日民集18巻３号473頁は、
「親子関係の存否に関する身分関係者間の紛争は人事訴訟事件と認めるべきであ
るが、この身分関係に基づいて生ずる法律効果に関する紛争は、通常の民事訴訟
事件として処理されるべきであり、右訴訟手続においては、親子関係の存否に関
する審理、判断も民事訴訟法の規定するところに従ってなされれば足り、人事訴
訟法の規定する特殊原理に従うことを要しないものと解するのが相当である」と
いう判断を示している。この判決から、身分関係の存否を前提問題とする法律関
係に関する紛争であっても、通常の民事訴訟手続において審理することが認めら
れる、という規律が導かれる。そうすると、ある者が相続人であるかどうか（相
続権を有するかどうか）という争いも、その前提問題として被相続人との間の身
分関係の存否自体に争いのある場合であっても、現在における実体法上の法律関
係に関する争いであるとして、その対象適格が肯定されることになるだろう。な
お、遺産分割の前提問題としての相続人の範囲という紛争を解決するという観点
からすれば、直截に相続人の地位（相続権）の存否を確定することに即時確定の
利益があることも明らかである。
以上から、判例の立場としては、身分関係の存否が前提問題として争いになっ
ている相続人の地位の存否に関する紛争についても通常の民事訴訟手続において
審理することが認められると
(13)(14)
いえよう。
情と課題』（臨時増刊判タ1137号）77頁（2004年）。
(11) 山﨑・前掲論文219頁。
(12) 山本克己「遺産分割の前提問題の確認対象としての適法性―最一小判昭和61年３月13日
民集40巻２号389頁」法教284号82頁（2004年）参照。なお、具体的相続分につき確認の利益
を否定した最判平成12年２月24日民集54巻２号523頁については後掲注（28）を参照。
(13) この結論は、学説においても認められていた（我妻榮『親族法』（有斐閣、1961年）54
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(ⅱ) 他方において、本件事案のような後者②の場合、すなわち、相続欠格事
由の存否、廃除による資格喪失の存否または相続放棄の有無など身分関係以外の
事柄に争いのある場合（後発的な相続人たる地位の喪失に関する争い）においては、
対象適格を法律関係の確認の場合について認めるという命題を重視すると、むし
ろ積極的に相続人の地位（相続権）の存否に対象適格を肯定すべきであろう。な
ぜならば、相続欠格事由の存否などは事実の存否にすぎないため、あくまで前記
頁）。また、昭和39年判決の後、大阪地判昭和41年３月20日判時464号41頁が婚姻無効を理由
とする相続権不存在確認の訴えにおいてこの結論を支持している。この事案は、共同相続人
である原告らが、被相続人の後妻とされている被告に対して、被相続人との婚姻無効を理由
とする相続権不存在確認の訴えを（原告自身の相続人たる地位の確認の訴えおよび遺産確認
の訴えと併せて）提起したところ、被告が、相続権不存在確認の訴えは独立した訴え（人事
訴訟）によらなければならず、別訴（遺産確認の訴え）の前提問題として主張することはで
きないと主張し、訴え却下を求めたというものである。これにつき、同判決は以下のように
判示している。
?本件の如く、相続人たる地位を有する者が、被相続人との間に戸籍上相続権のある身分
関係を表見的に有する者に対し、その戸籍上の身分関係が当然無効であることを前提にその
相続権を有しないことの裁判を求めようとする場合においては、右身分関係の無効（存否）
を前提問題として主張しうる（もとよりその裁判の効力はその身分関係に何らの変動（形成
又は確認の効力）を及すものではない）と解するので、被告の本案前の抗弁は失当として排
斥を免れない。」
以上のとおり、本判決は、婚姻無効を理由とする相続権不存在の確認の訴えの適法性を肯
定しているが、結論としては、婚姻無効を否定し、被告の相続権不存在という原告の主張を
排斥している。なお、同判決は、遺産確認の訴えの適法性についても肯定している。
(14) 前掲の昭和41年の大阪地判は、「原告らが別紙表示の被相続人（亡○○（筆者注。被相
続人の氏名））の相続人たる地位を有し且つ、右被相続人の相続財産につき各自夫々一二分
の一宛の相続分を有することを確認する。」という判決主文を掲げている。これに対して、
田中恒朗「遺産分割の前提問題と民事訴訟（上）」ジュリ608号95頁脚注（24）（1976年）
〔『遺産分割の理論と実務』（判例タイムズ社、1993年）所収、31頁以下〕は、「この判決が一
二分の一という相続分率を掲げたことは、原告らが代襲相続人たる地位にあることを間接的
に示すものであるが、むしろ端的に『そのような身分関係に基づく相続人たる地位』を主文
に謳ったほうが明快ではあるまいか」と評する。また、山﨑・前掲論文219頁も、「身分関係
が存在しないことを前提として『相続人たる地位』あるいは『相続権』の不存在の確認を求
める場合や身分関係自体に争いはないが相続欠格事由の存否など身分関係以外の事柄に争い
があるため『相続人たる地位』あるいは『相続権』の存否の確認を求める場合には、単なる
『相続人たる地位』あるいは『相続権』を確認の対象とすれば足りるが、特定の身分関係の
存否に争いがあるため当該身分関係が存在することを前提として『相続人たる地位』あるい
は『相続権』の存在の確認を求める場合には、『（当該）特定の身分関係に基づく相続人たる
地位』あるいは『（当該）特定の身分関係に基づく相続権』を確認の対象とする方がより適
切である」として、これと同趣旨を説く。
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命題を遵守する限りにおいては、このような相続欠格事由等の存否について対象
適格を認めることが困難になるからで
(15)
ある。そうだとすれば、遺産分割の前提問
題としての紛争解決のため、この場合にはむしろ積極的に相続人の地位（相続
権）に対象適格を認めざるをえなく
(16)
なる。
３ 相続人の地位不存在確認の訴えの固有必要的共同訴訟性
(１) つぎに、本件訴えが固有必要的共同訴訟にあたるか否か（本稿では「固
有必要的共同訴
(17)
訟性」と称する。）、その選定基準は何か、という主題についての検
討に移る。
(２) 本判決は、本件訴えを「共同相続人が、他の共同相続人に対し、その者
が被
・
相
・
続
・
人
・
の
・
遺
・
産
・
に
・
つ
・
き
・
相続人の地位を有しないことの確認を求める訴え」（傍
点筆者）とし、さらにその内容につき「遺
・
産
・
分
・
割
・
前
・
の
・
共
・
有
・
関
・
係
・
に
・
あ
・
る
・
当
・
該
・
遺
・
産
・
に
・
つ
・
き
・
相続人の地位を有するか否かを既判力をもって確定する」（傍点筆者）と判
示している（引用部分後半にある「遺産分割前の共有関係」という表現は、遺産確認
の訴えに関する昭和61年判決および平成元年判決にも見ら
(18)
れる）。このことから、本
(15) 山﨑・前掲論文219頁。これに対して、田中・前掲論文94頁は、「廃除されていないこ
と、欠格事由のないこと、相続放棄をしていないこと……これらはそれぞれ別個に確認訴訟
の対象となりうる」と指摘する。
(16) この場合について、中川＝泉編・前掲書311頁〔加藤永一〕、田中・前掲論文94頁、山
﨑・前掲論文219頁が適法性を肯定する。
(17) ?固有必要的共同訴訟性」とは、山本（克）・前掲論文で使用されている用語である。
(18) 昭和61年判決は、この「遺産分割前の共有関係」について以下のように判示している。
?共同相続人が分割前の遺産を共同所有する法律関係は、基本的には民法二四九条以下に
規定する共有と性質を異にするものではないが（最高裁昭和……三〇年五月三一日第三小法
廷判決・民集九巻六号七九三頁参照）、共同所有の関係を解消するためにとるべき裁判手続
は、前者では遺産分割審判であり、後者では共有物分割訴訟であって（最高裁昭和……五〇
年一一月七日第二小法廷判決・民集二九巻一〇号一五二五頁参照）、それによる所有権取得
の効力も相違するというように制度上の差異があることは否定しえず、その差異から生じる
必要性のために遺産確認の訴えを認めることは、分割前の遺産の共有が民法二四九条以下に
規定する共有と基本的に共同所有の性質を同じくすることと矛盾するものではない。」
これについて、林屋礼二「遺産確認の訴えの適法性」家月39巻８号23頁（1987年）は、こ
の「遺産分割前の共有関係」という表現を遺産確認の訴えに関する昭和61年判決が使用して
いる趣旨は、「この訴えの審判の対象を『当該財産に対する共同相続人の遺産分割前の共有
関係』とし、この『遺産分割前』の中に『当該財産が相続によって被相続人から相続人に承
継され、そうした形で現に被相続人の遺産に属すること』の裁判所の判断も含め」ること
で、「遺産帰属性の点にも既判力を生じさせ」ようとした点にあるのではないかと述べる。
さらに、「最高裁が『単なる共有関係』と区別して……『遺産分割前の共有関係』を審判の
対象とみた底には、この『遺産に対する共有関係』が一般の『物に対する共有関係』と異な
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判決は、本件訴えを相続人間の遺産に関する共有関係をめぐる訴えと性格付けた
うえで判断している、と読むことができそうである。以下では、まず、この観点
から、相続人の地位不存在確認の訴えの固有必要的共同訴訟性について検討す
る。
(ⅰ) 共有者相互間における争いについて、判例は、共有者全員の所有権（共
有権ないし共有関係）（すなわち、目的物件について数人の共有関係が存するかどうか、
共有者たる人の範囲）の確認を求める訴えと、各共有者の共有持分権の確認を求
める訴えに二分し、前者については固有必要的共同訴訟、後者については個別訴
訟であるとの判断枠
(19)
組みを採用していると理解されている（前者について、大判
大正２年７月11日民録19輯662頁、大判大正５年６月13日民録22輯1200頁、最判昭和46
年10月７日民集25巻７号885頁。後者について、大判大正13年５月19日民集３巻211頁
（なお、同判決は、傍論において上記の大正５年判決を引用し、前者についても判示し
ている）、最判昭和40年５月20日民集19巻４号859頁）。
(ⅱ) 本件訴えのように、被相続人の遺産について特定の共同相続人が相続人
の地位を有しないことの確認を求めるということは、結局のところ、当該共同相
続人が被相続人の遺産、すなわち相続財産の総体に対する共有関係（遺産共有関
係）に含まれるか否かを確認することに他ならないという理解が可能であろう。
つまり、「遺産確認の訴えが、共同相続人間の遺産の共有関係を特定の物の遺産
帰属性という視点で確定するのに対し、相続人の地位不存在確認の訴えは、遺産
の共有関係を特定の者の相続人の地位の有無という視点で確定するもので
(20)
ある」、
との理解に他ならない。要するに、いずれも遺産共有関係を確定するという点に
おいては本質的に異ならないと捉えるのである。そして、本判決もこのような理
解の下で、共有に関する上記の判断枠組みに従って、共有関係確認の訴えの一種
と性格付けられる本件訴えに固有必要的共同訴訟性を肯定する帰結を導き出した
ることについての認識があるものとみられる」と指摘している（後掲注（20）参照）。
他方、山本（克）・前掲論文81頁以下は、対象財産の種類によっては共有関係という構成
と矛盾する判例準則が存在しているため、遺産確認の訴えを共有関係確認の訴えとして一般
的に性格付けることは、そもそも不可能ではないかと指摘する。
(19) 上田徹一郎＝井上治典編『注釈民事訴訟法（２）』（有斐閣、1992年）87頁以下〔徳田和
幸〕、高橋宏志『重点講義・民事訴訟法（下）』（有斐閣、補訂版、2006年）218頁、秋山幹男
ほか『コンメンタール民事訴訟法Ⅰ』（日本評論社、第２版、2006年）378頁、松本博之＝上
野𣳾男『民事訴訟法』（弘文堂、第４版補正版、2006年）627頁〔上野𣳾男〕など参照。
(20) 太田・前掲判解123頁。また、林屋・前掲論文24頁は、遺産確認の訴えに関する記述と
して、「被相続人の遺産としての当該財産に対する共同相続人の共有権の主張と、その投影
としての、共同相続人である原告・被告間で共有関係が存在することの主張が―不可分の形
で―確認の対象となっているといえる」と指摘する。
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と捉えることができる。このように考えると、同じく遺産分割実行の前提問題と
して位置づけられる遺産確認の訴えが昭和61年判決において共有関係確認の訴え
の一種（むしろ「亜種」と呼ぶべきか。）として性格付けられ、さらにその延長線
上において平成元年判決によって固有必要的共同訴訟であるとされた点とパラレ
ルに理解することができる。
(ⅲ) しかしながら、他面において、このように共有関係に関する判例の判断
枠組みによって本件訴えの固有必要的共同訴訟性を十分に説明できるわけではな
いとも思われる。なぜならば、相続人の地位は被相続人の遺産についての持分権
とみることもありうるところであって、共有持分権に類似する側面がないわけで
はないからで
(21)
ある。
また、本件において、そもそも被相続人の遺産に関する管理処分権が共同相続
人に共有的に帰属しているといえるかどうか疑わ
(22)
しく、少なくとも固有必要的共
同訴訟性を管理処分権の帰属関係によって画する学説（実体法説（管理処分
(23)
権説））
からみると、本件訴えに固有必要的共同訴訟性を躊躇なく肯定できるとは言い難
いのではないかと思われる。
(３) そこで、本判決が本件訴えに固有必要的共同訴訟性を肯定した別の根拠
についても検討する必要がある。この点に関しては、本判決の「遺産分割前の共
有関係にある当該遺産につきその者が相続人の地位を有するか否かを既判力をも
って確定することにより、遺産分割審判の手続等における上記の点に関する紛議
の発生を防止し、共同相続人間の紛争解決に資することを目的とするもの」と判
示している部分が注目される。すなわち、この点において本判決は、遺産分割審
判の手続等における前提問題としての相続人の地位の存否に関する紛議発生防
止、それによる共同相続人間の紛争解決という訴訟政策的な判断を強く打ち出し
ている。そして、このような訴訟政策的な判断において、本件「訴えの趣旨、目
的にかんがみると、上記訴えは、共同相続人全員が当事者として関与し、その間
で合一にのみ確定することを要するものというべきであり、いわゆる固有必要的
共同訴訟と解するのが相当である。」という結論が導かれていると読むこともで
きる。
(４) 以上からすると、本判決は、遺産確認の訴えに関する平成元年判決と同
(21) 菱田雄郷「本件判批」民商132巻６号167頁（873頁）（2005年）参照。なお、後掲注
（28）参照。
(22) 堤龍弥「本件判批」ジュリ1291号（平成16年度版重判）133頁（2005年）。
(23) 固有必要的共同訴訟の選定基準に関する学説については、高橋宏志「必要的共同訴訟論
の試み（３・完）」法協92巻10号35頁（1293頁）以下（1975年）、上田ほか編・注釈民訴
（２）81頁以下〔徳田〕などを参照。
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様に、共有関係確認の訴えとの類似性に言及しつつ、訴訟政策的な観点を考慮し
た総合判断の下において、本件訴えの固有必要的共同訴訟性肯定の結論を導き出
していると理解するのが妥当であろう。より踏み込んで評価するならば、本判決
は、まず訴訟政策的判断から固有必要的共同訴訟性の成否を決定したうえで、共
有関係確認の訴えとの類似性という実体的性質について言及する部分は「表面上
の説明の
(24)
論理」を示唆しているにすぎない（さらには、平成元年判決との連続性を
示唆しているにすぎない）、とも思われる。
４ 提訴拒絶者がいる場合への対処のあり方
(１) 本件に限らず固有必要的共同訴訟に常に付きまとう問題であろうけれど
も、当事者全員を共同で訴訟に関与させることが可能であるか、また可能である
としても困難ではないかという点を考慮しなければならない。これについて、一
般的には、原告が当事者全員を探索することの難易、提訴に応じない者への対処
が問題となる。
(２) 前者の点に関しては、本件のような共同相続人間の訴訟では全ての共同
相続人といってもその数は通常限られており（本件でも５名にすぎない）、さほど
問題とならない。
実際に想定される問題は、後者の提訴拒絶者への対処の点で
(25)
ある（なお、もち
ろん相続人の地位存在確認の訴えの場合には、自らの相続人の地位を主張する者が他の
相続人全員を共同被告とするより他はないのであるから、この場合は問題ではない）。
本件のような相続人の地位不存在確認の訴えにおいては、共同原告となって特定
の共同相続人に対して提訴することを拒絶する共同相続人が存在する事態は、相
続に関する紛争が家族関係における人間関係の複雑さも絡む問題であることか
ら、容易に予想されるところである。この事態についてどのように対処すべきで
あろうか。
(ⅰ) まず、固有必要的共同訴訟に関する規律の全体を観察してみると、そも
そも固有必要的共同訴訟における共同訴訟人は、提訴後においては一貫して訴訟
(24) 高橋・前掲論文57頁（1315頁）参照。山本（克）・前掲論文80頁以下は、昭和61年判決
が遺産確認の訴えをわざわざ共有関係確認の特殊な場合であると性格づけた理由の１つに
は、固有必要的共同訴訟性を肯定するためではないか、そして実際に平成元年判決がこれを
実証している、と指摘している。そうすると、本判決もこれと同じ思考回路によるものと考
えられるのではないだろうか。
(25) この問題およびこれに関する議論の状況の概観については、秋山ほか・前掲書413頁以
下および鶴田滋「共有者の共同訴訟の必要性に関する判例および支配的見解の形成過程
（3・完）」福岡51巻1・2号80頁（2006年）脚注（275）を参照。
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共同の継続を強制される。この点に関して、そもそも受働訴訟の場合には、共同
被告となった者は当然訴訟に参加せざるをえないこと、１人による又は１人に対
する訴えの取下げが認められない
(26)
こと、さらに、共同訴訟人の１人による上訴の
提起により全員が上訴人になる
(27)
こと、が想起される。このような提訴後の固有必
要的共同訴訟に関する規律の観察からは、提訴後においては訴訟共同の継続が強
制されるがゆえに提訴選択の自由または権能が認められるべきであるという立論
と、固有必要的共同訴訟性が認められるということは、提訴段階においても恣意
的自由が規制されて然るべきであるという立論の双方が可能であると思われる。
(ⅱ) この前者の立論を突き詰めれば、本件では相続人の地位不存在確認の訴
えを固有必要的共同訴訟であると認める以上、提訴拒絶者がいる場合には、他の
共同相続人による提訴の道は閉ざされるほかないと割り切る立場もありうる。し
かしながら、本判決も説くように、本件訴えは、「相続人の地位を有するか否か
を既判力をもって確定することにより、遺産分割審判の手続等における上記の点
に関する紛議の発生を防止し、共同相続人間の紛争解決に資する」のにもかかわ
らず、上記立場を採ることは、たった１人の提訴拒絶者の存在を理由に、このよ
うな紛争解決の機会を他の共同相続人から奪うことを黙認するに等しいのであっ
て、これでは元も子も
(28)
ない。やはり提訴拒絶者に対して何らかの対処が講じられ
(26) 松本＝上野451頁〔松本〕、高橋・前掲書208頁などの通説および判例の考え方である
（最判昭和46年10月7日民集25巻７号885頁は、共有権確認および共有者への移転登記請求に
おいて、共同原告の一部による訴え取下げを無効としており、また、最判平成６年１月25日
民集48巻１号41頁も、遺産確認の訴えにおいて、共同被告の一部に対する訴え取下げを不適
法としている）。反対、三ヶ月章『民事訴訟法』（有斐閣、1959年）217頁。
(27) 少なくとも固有必要的共同訴訟の場合において、この結論につき異論はみられない（高
橋・前掲書211頁参照）。
(28) このように固有必要的共同訴訟とすることに伴う危険に対して、何らかの安全弁を設け
るという議論もありうる（菱田・前掲判批168頁（874頁）参照）。
この点に関し、上野𣳾男「遺産確認の訴について」関法39巻６号117頁（1593頁）（1990
年）は、遺産確認訴訟に関して、「訴訟がある程度進行した段階になって共同相続人中当事
者となっていない者がいることが判明した場合の処理の方法として、共有持分確認の個別訴
訟を利用すべきである」とし、遺産確認訴訟の原告側に漏れがある場合でも、「これを共有
持分確認の個別請求として請求の維持をはかり、実体判決をすべきである」とする。要する
に、上野論文によると、「財産の遺産帰属性をめぐる紛争に関しては、固有必要的共同訴訟
たる遺産確認の訴と、個別訴訟たる共有持分確認訴訟との間での流動化を肯定することにな
る」という。
これと同様に、菱田・前掲判批168頁（874頁）は、本件事案のような相続人の地位不存在
確認訴訟においても当事者漏れが発覚した場合に、共有持分権の存否確認訴訟と善解すると
いう対応を認めることの有効性を示唆する。しかしながら、かかる対応については、最判平
成12年２月24日民集54巻２号523頁が、「共同相続人間において具体的相続分についてその価
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る必要があると考えられる。
(ⅲ) これに対して、後者の立論からは、固有必要的共同訴訟の規律が認めら
れる場合においては提訴拒絶者に協力義務を認
(29)
める、といった対応が考えられ
る。しかしながら、このような対応が認められるには、明文または解釈による実
体法上の根拠が必要となると思われる。逆に言えば、実体法上の根拠が認められ
る場合にのみ固有必要的共同訴訟性が肯定されるという立論に傾く。少なくとも
実体法説の立場から固有必要的共同訴訟性が明らかに肯定される類型に限定され
るだろう。
(ⅳ) 以上とは別の方向性の議論として、提訴拒絶者を被告に回して提訴する
（その結果、三面的訴訟となる）という方策が有力に主張されて
(30)
いる。その根拠
は、通常の固有必要的共同訴訟は全員が共同原告または共同被告となることを要
求するものであるけれども、本件のような相続人の地位不存在確認の訴えにおい
額又は割合の確認を求める訴えは、確認の利益を欠くものとして不適法である」という結論
を採っていることとの整合性を検討する必要があろう。なぜなら、本件事案のように被
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と解釈することは、まさに相続財産の総体に対する各相続人の具体的相続分の確認を求める
のに等しいと考えられるからである。上野論文の指摘は、特
・
定
・
の
・
財
・
産
・
の
・
遺産帰属に関する紛
争を当該財産に対する個別の共有持分権確認訴訟へと流動的に解釈するという趣旨であるた
め、その前提を異にしている。
(29) 高橋・前掲論文９頁（1267頁）によると、ドイツ法においては、各メンバーに協力義務
を課し、この協力義務履行請求訴訟を認める場合があり、その勝訴判決が全員による共同提
訴を作り上げる、という（組合における債権取立ての協力請求（ドイツ民法典（BGB）754
条第２文）、共同相続において必要な管理行為に協力する義務（同2038条１項第２文前段）
がその例とされている（同「必要的共同訴訟論の試み（２）」法協92巻６号14頁（638頁）
（1975年）参照））。ドイツ法における具体的内容として、組合における金銭債権の取立訴訟
について木川統一郎『民事訴訟法重要問題講義（下）』（成文堂、1993年）584頁、人的会社
社員除名訴訟について鶴田・前掲論文80頁脚注（276）を参照。
(30) 高橋・前掲書222頁参照。さらに、同書231頁以下脚注（39）は、現存証拠の評価が異な
ることによる訴え提起の時期をめぐって共有者間で見解に相違があるときには、単純に提訴
拒絶者を被告に回して当事者にすることが妥当とはいえないため、共有者間で協力義務のよ
うなものを設定し、提訴拒絶者の協働提訴拒否が当不当の域を越え違法・権利濫用に近いと
評価される場合にだけ提訴拒絶者を被告に回して訴えを提起することが認められるとする見
解を説く。被告に回す方策と提訴協力義務との折衷的な発想である。
なお、最判平成11年11月９日民集53巻８号1421頁が、境界確定訴訟につき提訴に同調しな
い者を被告とすることを許容する。
本件事案についても、太田・前掲判解123頁、松本＝上野・前掲書628頁〔上野〕、和田吉
弘「本件判批」法セ601号123頁（2005年）が、原告の立場に同調しない共同相続人を被告に
して訴えることを肯定する（徳田和幸「共同相続人間の民事訴訟と固有必要的共同訴訟」民
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ては全員が訴訟当事者とさえなっていれば固有必要的共同訴訟とする目的が達せ
られるからで
(31)
ある、と説明される。さらには、提訴拒絶者への対処法として、訴
訟告知を活用するという
(32)
方策も提案されている。このいずれの方策も、訴訟共同
の必要という点に重点を置くのではなく、合一確定の必要という点を重視するこ
とで、固有必要的共同訴訟の本来の規律を緩めることを認めるものだと理解で
(33)
きる。
(３) 提訴拒絶者の問題は、本判決では顕在化していないものの、本件事案に
おいても確実に背後に潜んでいると思われる。したがって、本判決においても、
固有必要的共同訴訟性を肯定するにあたり、この問題に対する対処のあり方につ
いても積極的に検討されるべきであったともいえるのではないだろうか。
【後注】 本判決に関する評釈および解説としては、和田吉弘・法セ601号123頁（2005年１月）、
太田晃詳・ジュリ1287号122頁（2005年４月）、堤龍弥・ジュリ1291号（平成16年度版重判）
132頁（2005年６月）、菱田雄郷・民商132巻６号158頁（864頁）（2005年９月）、川嶋隆憲・法
研78巻10号98頁（2005年10月）、藤本利一・リマークス32号（2006?上>）113頁（2006年２月）
福山達夫・判評566号31頁（2006年４月）、小野寺規夫＝古屋光司・平成17年度主判解（判タ
1215号）206頁（2006年９月）がある。
研579号10頁（2005年）は、共同相続人間の訴訟一般について、この方策の適性を支持する。
なお、遺産確認の訴えの場合について上野・前掲論文115頁（1591頁）がこの方策に一定の
支持を示す）。これに対して、藤本・前掲判批113頁は、上記平成11年判決では非訟事件であ
ることが強調されているため一般化が困難であるとし、懐疑的な立場を示す。
(31) 松本＝上野・前掲書628頁〔上野〕（上野・前掲論文107頁（1583頁）参照）。
(32) 山本克己「遺産確認の訴えに関する若干の問題」判タ652号28頁脚注（33）（1988年）。
(33) この方向性でのアプローチの仕方は、「理論的には、画一的処理の必要性はいわゆる合
一確定という規制を導きうるものの、すべての利害関係人を共同訴訟人とすることを要求す
る訴訟共同という規律を必ずしも導き出すものではない」とする高田裕成「いわゆる『訴訟
共同の必要』についての覚え書―固有必要的共同訴訟論への一視角―」三ヶ月古稀『民事手
続法学の革新（中）』（有斐閣、1991年）185頁の見解（同「多数当事者紛争の『画一的解決』
と『一回的解決』」民訴雑誌35号196頁（1989年）の記述も参照）と親和性があると考えられ
る。
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